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研究成果の概要（和文）： 日系ブラジル人は、「家族戦略」によって、ブラジルと日本の両国にまたがった生活を送
っていた。その生活は不安定であることが明らかであった。二国間にまたがる家族を支援する新しい方法が求められて
いる。もっとも重要なのは移民自身の当事者組織による支援であった。移民が受け入れられる多文化地域福祉を構築す
る必要がある。

研究成果の概要（英文）： Japanese-Brazilian migrants lived a life by the family strategy across both 
Brazil and Japan. The life was unstable. A new method of supporting the family across between two 
countries. Most important is support by party organizations of migrants themselves.
 It is necessary to construct the multi-cultural community welfare from which the immigrant is accepted.

研究分野：地域福祉
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 日本の移民政策については、法学、政治学、
社会学、経済学、地理学など多様な学問領域
で研究が積み重ねられ、学際的な研究が進め
られつつある（川村千鶴子他編著『移民政策
とアプローチ ライフサイクルと多文化共
生』明石書店、2009等）。またグローバル化
は福祉国家に大きな影響を与えることから、
その影響から市民の生活を守るための福祉
国家の役割も研究されている（下平好博・三
重野卓編著『グローバル化のなかの福祉社
会』ミネルヴァ書房、2009）。社会福祉学の
分野では多文化ソーシャルワークや、外国人
介護労働者問題、異文化間介護等が研究され
ている。 
そのようななかで、先行する科研費研究で、
日本における日系ブラジル人の生活実態と
その支援政策・活動について研究してきた。
そこでは多くの日系ブラジル人は非正規雇
用で、住居・医療・子育て等深刻で複合的な
生活問題を抱えており、それらの問題に専門
的に対応できる機関も方法もないという実
態を明らかにした。さらにそれらの問題はブ
ラジルの家族も含めて検討する必要がある
課題であった。 
つまり移民の生活問題を解決するために
は、国境を越えた支援システムを構築するこ
と、そこには多文化ソーシャルワークの推進
とともに多文化地域福祉の構築が求められ
ている。 
 
２．研究の目的 
 「多文化共生地域福祉論の構築」をテーマ
にした本研究の目的は、グローバル化のもと
国境を越えて移動する移民に焦点をあて、流
動し、国籍・文化等異なる住民も包摂できる
新しい地域福祉論を構築することにある。 
具体的には、1980 年代後半から「外国人
労働者」として「還流」し、定住化しつつあ
る日系ブラジル人家族を対象とし、日本とブ
ラジルとを移動するトランスナショナルな
移民を包摂する地域福祉論を研究する。 
日系ブラジル人は、雇用や家族状況の変化
に対処し、その生活を維持するために「家族
戦略」（出稼ぎによって家族を支える等）に
よって、国境を越えて移動する生活をしてい
る。 
まずは、「家族戦略」の現状と流動的な移
民の生活実態を明らかにする。そのうえで、
国境を行ったり、来たりするというトランス
ナショナルな移住を支えられる多文化ソー
シャルワークと多文化共生コミュニティの
形成を目指した多文化共生地域福祉論を構
築する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、日系ブラジル人の移住を国境
を越えた家族・親族の生活を維持するための
「家族戦略」として位置付けた。「家族戦略」
は、グローバル化のもと国境を越えた労働市

場のなかで、誰が移住するのかが選択され、
移住は家族・親族の生活を維持する方法とな
る。そのような生活維持のための「家族戦略」
が具体的にどのように行われているのか、に
ついて日本で生活する日系ブラジル人とブ
ラジルに帰国したブラジル人の生活実態調
査をインタビューによって行った。 
 さらにその「家族戦略」を支援する社会的
支援については、ブラジルの支援組織、当事
者組織に焦点をあてて、その活動・事業内容
を調査した。 
 
４．研究成果 
（１）「家族戦略」による移住の実態 
 多文化地域福祉論の構築を目的とし、国境
を越えて移住生活を送っている日系ブラジ
ル人の生活実態調査を行ってきた。その際
「家族戦略」という方法によって家族・親族
がお互いに支え合って生活を営んでいる実
態を明らかにしてきた。 
 国境を超えるトランスナショナルな移住
は、歴史、経済的な背景と仲介システムのな
かで行われ、移住家族はその影響を受けてい
る。グローバル化のなかで多くの移住家族が
生活困難な状況に陥り、なかでも子どもや高
齢者の問題が深刻化していることが明らか
であった。 
 本研究では、日本における外国人集住都市
である岐阜県で生活している日系ブラジル
人の実態、さらにブラジルのサンパウロとリ
オデジャネイロで生活している日系ブラジ
ル人の実態を「家族戦略」の枠組みで明らか
にしてきた。 
 いずれの地域でも家族は、家族内、さらに
は親族のなかで移住者を選択し、多くの家
族・親族が複数の移民を生み出していた。さ
らにその支援も経済的な支援、就労、教育な
どの情報提供などを含め、多様な支援が行わ
れていた。しかし日系ブラジル人の抱える生
活問題は家族・親族による支援だけでは不十
分であり、社会的な支援システムが求められ
ていた。 
 具体的にブラジルのサンパウロで、日本か
ら帰国した日系ブラジル人へのインタビュ
ー調査の概要は以下のとおりである。 
 ブラジルの日系企業で再就職した9人に対
して調査を行った結果、日本での滞在期間は
約 13 年と長期にわたり、2008 年の世界金融
恐慌で派遣切りにあっており、それがなけれ
ば今なお日本に滞在していた可能性も高か
ったと推測された。 
 さらに全ての人が、家族・親族数名が「デ
カセギ」を経験しており、9人中 6人が兄弟、
3人が、父親が先に来日しており、「家族戦略」
によって、多数の家族・親族が、就職先を紹
介したり、子育ての相談にのったり、一緒に
生活するなどし、または母国への送金も行う
などして、支えあいながら移住生活を営んで
いたことが明らかであった。 
 日本での生活で最も困ったことは言葉の



問題であったが、子どもの不就学やいじめの
問題も深刻であった。さらにすべての人が派
遣社員であり、派遣会社も滞在中、3 回から
7 回変わっていた。職場の変更はそれを大き
く上回り、不安定な就業状況であった。さら
にすべての人が解雇を経験しており、2008 年
の派遣切りでは相当困難な状況に陥り、帰国
へとつながっていた。そして職場でのいじめ
も経験しており、ブラジル人だからというこ
とで、あれもこれもと仕事をやらされたとい
う。なかには精神的な問題を抱えた兄弟もい
ると話してくれた人もいた。 
 とはいえ、帰国した 9人のなかで 5人は日
本での永住を考えていたと語り、日本は暮ら
しやすく、友人もできたと言い、派遣切りが
なければ今も日本にいたと話す人の割合が
高かった。 
 ブラジル帰国後は、すぐに仕事が見つから
ず、ブラジルの日系ブラジル人への支援機関
等の支援によってようやくブラジルでの仕
事が見つかり、ブラジル社会への再適応が図
られつつあった。 
 
（２）日系ブラジル人への支援の実態―ブラ
ジル調査から 
 ブラジルでは、日系ブラジル人への支援は
日系ブラジル人の当事者組織によって多様
に展開されていた。なかでもサンパウロ日伯
支援協会は、日系ブラジル人の生活支援をソ
ーシャルワーカーによる相談援助、経済的な
支援、障害児の教育、高齢者施設の運営など
多様な事業を展開していた。しかしブラジル
の公的な支援制度が不十分ななか財政的に
厳しいという問題と支援の専門性の確保が
課題となっていた。 
 ブラジルの日系社会では、日本に「デカセ
ギ」に行った日系ブラジル人の雇用環境が悪
化し、ブラジルに帰国する日系ブラジル人が
急増したことから 2009 年にサンパウロ州の
労働管理局が代表する「プロジェクト・イミ
グランテス（移民企画）」を作り、社会拡充
プログラム課（ＮＰＳ）の協力で、サンパウ
ロ市リベルダーデ区に NIATRE が誕生した。
NIATRE では、①就職相談、②教育・学校制度
紹介、③事業についてのアドバイス、④仕
事・学校の書類等作成援助、⑤年金や確定申
告の税金などの指導を行っている。 
日本から帰国した日系ブラジル人につい
ての状況を NIATRE の相談員にインタビュー
した。それによると帰国者のブラジルへの再
適応が困難であるとのことであった。ブラジ
ルの雇用環境が改善されたとはいえ、日本か
らの帰国者は、ブラジル国内でのネットワー
クも希薄化し、家族・親族関係も悪化してい
ることも多く、再就職することも困難な状況
であった。さらに子どもの再適応は大きな課
題となっていた。 
 また日本への出稼ぎ支援機関である CIATE
では、今も日本への出稼ぎ希望者は一定数存
在しており、その際に明確な目標をもって日

本に行くこと、日本の雇用環境と日本語を学
習することへの支援を行っていた。 
 CIATE は 1992 年に日本への「デカセギ」が
増加するなかで、ブラジル日本文化協会、サ
ンパウロ日伯援護協会、ブラジル都道府県人
会連合会の発意によって設立された非営利
組織である。CIATE は①信頼性の高い求人情
報の提供、②日本での労働・雇用慣行・生活
習慣の教育、③雇用保険・社会保険の周知、
④日本語教室などを行っている。 
CIATEの相談員への調査によると2008年以
降は帰国者の相談が増えており、年金や子ど
もの就学についての相談が多く、就労相談も
多いが、再就職は困難であり、出稼ぎを繰り
返すという人も一定数存在しているという。
ブラジルの雇用環境も悪化していることか
ら、日系ブラジル人の格差は拡大するのでは
ないかと危惧されていた。 
なおリオデジャネイロの日系ブラジル人
組織はブラジル人社会のなかで開かれてお
り、ブラジル人と協働で多様なイベントなど
も開催されていた。サンパウロのように日系
ブラジル人が集住しているのではなく、分散
的に居住している影響も大きいと感じた。 
 また日系人社会としては歴史があるハワ
イの移住家族へのインタビューからは、日系
3 世、4 世となり、多くの日系人が日本では
なくアメリカに移住するという傾向もあり、
日系社会の希薄化が課題となっていた。とは
いえハワイは移民社会であることからも多
文化ソーシャルワークが発展しており、家族
を中心とした支援をNPOなども活発に展開し
ていた。 
 
（３）日本においける日系ブラジル人への支
援－岐阜県を中心に 
日本では、国の総合的な移民政策が未整備
ななか、外国人集住都市などでの自治体や民
間支援組織等による教育や医療通訳、日本語
教育支援が行われていたが、地域差も大きく、
多文化ソーシャルワーカーなどの専門職も
わずかであり、十分な支援体制になっていな
い現状にあった。 
なお世界金融恐慌の際は多くの日系ブラ
ジル人の派遣労働者が派遣切りに遭った。日
本に移住していた日系ブラジル人はピーク
時には約 32 万人であったが、2008 年秋以降
6万人が帰国し、その後 2011 年の東日本大震
災後も多くの日系ブラジル人が帰国した。現
在日系ブラジル人は 20 万人を切っている。 
世界金融恐慌による失業に遭った日系人
に対し、日本政府は 2009 年に帰国支援事業
を展開し、2010 年 3 月までに 20,649 人が利
用したという。さらに 2010 年に「日系定住
外国人施策に関する基本指針」が示され、
2011 年には「日系定住外国人施策に関する行
動計画」が策定された。また東日本大震災時
に顕在化した移民の問題に焦点をあてて、総
務省から「多文化共生の推進に関する研究会
報告書―災害時のより円滑な外国籍住民対



応に向けて」が 2012 年 12 月に公開された。 
同 2012 年には、外国人集住都市からの提
言なども受け止めた改定入管法が実施され、
外国人登録法を廃止し、住民基本台帳との一
元化が図られた。以上のように日本の移民政
策は、統合政策としては緒に就いたばかりで
あり、多くの支援は移民が集住する自治体や
その地域のボランティア、ＮＰＯ・ＮＧＯに
ゆだねられているのが現状である。 
その中で、本研究では外国人集住都市の一
つである岐阜県美濃加茂市のブラジル友の
会の活動の調査を行った。ブラジル友の会は
2001 年から日系人の子どもたちの問題を中
心に活動しており、母語の学習や放課後の学
習支援、日系人への情報提供や相談活動など
多様な支援活動を展開している。しかし財政
的な問題や専門家の不足など大きな課題を
抱えていることが明らかであり、日系人の高
齢化の問題も当面する重要な課題になりつ
つある。 
 
（４）多文化地域福祉への展望と課題 
 ブラジル調査、ハワイでの調査結果を踏ま
え、国境を越えて移住するトランスナショナ
ルな移住は、グローバル化のなかでは、今後
も増加する可能性が高く、もはや日本も多文
化社会として、移住者を包摂する多文化ソー
シャルワークや多文化コミュニティワーク
が求められていることが明らかであった。 
 その際、「家族戦略」という方法を意識し、
日系ブラジル人の母国であるブラジルと受
入国である日本の両国にまたがって家族を
形成していることに留意した支援方法が求
められる。具体的にはブラジルで生活する日
系ブラジル人の親の世代、また日本で生活す
る子ども世代、さらにその子ども世代は日本
に定住するのか、もしくはブラジルに帰国す
るのかはブラジル、日本の社会経済状況にも
大きく影響されるという特徴をもっている。
したがって、二国間にまたがった家族を支え
る支援システムの構築が求められている。 
 具体的にはリオデジャネイロと岐阜県に
暮らすＡ氏の家族のライフヒストリー調査
を行った。そのなかで、「家族戦略」による
家族・親族の移住のプロセスも明らかにした。
Ａ氏は 6人兄弟であったが、うち 5人がデカ
セギを経験していた。現在Ａ氏はリオデジャ
ネイロで単身生活を送っており、妻と二人の
子どもは日本で生活している。Ａ氏はブラジ
ルでの生活を望み、妻は日本とブラジルを行
ったり来たりして生活している。Ａ氏の二人
の子どもは日本で就職し、結婚もし、子ども
もいるという状況である。Ａ氏とＡ氏の家族
の生活はブラジルと日本にまたがっており、
その生活基盤は脆弱である。Ａ氏の家族を支
えられる社会福祉のシステムである多文化
地域福祉の構築によって、Ａ氏やＡ氏の家族
が将来にわたって、安定して生活できる多文
化ソーシャルワーク、多文化地域福祉が早急
に求められている。 

 その際に日本では、日系ブラジル人の当事
者組織がブラジルと比較するとほとんど社
会的に認知されておらず、脆弱であることが
大きな課題である。多文化地域福祉を構築す
るためには、その中核に当事者組織を位置づ
け、当事者をエンパワメントする支援が必要
不可欠である。 
さらに日系ブラジル人などの移民に対し
て、日本語教育や就労支援などの支援を行っ
ているボランタリーな組織と外国人集住都
市などの自治体とのネットワークを強化し
ていくことも大きな課題である。 
 今後は地域で排除される傾向にある移民
を地域で包摂できるような多文化地域福祉
を自治体の多文化推進計画の策定などを通
して推進し、構築していくことが大きな課題
となっている。 
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